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多目的型地域センター施設としての自治公民館

はじめに―問題の所在―

　わが国の地域社会教育を考察するとき、公民館を抜きには考えられない。そ

れほど公民館は、戦後日本の社会教育施設の中心として全国的に普及してきた。

2005（平成17）年 9月に韓国光明市で開催された第 4回平生学習フェスティバル

国際シンポジウムにおいて、韓国の研究者は全国的に張り巡らされた生涯学習の

組織・施設としてスウェーデンのスタディサークル（study circle）、ドイツのフォ

ルクスホッホシュ―レ（Volkshochschule）とならんで日本の公民館を取り上げ、

公民館は生涯学習、社会教育分野での日本ブランドであると紹介していた。今

日、最盛期に比べて公民館の設置率は減少しているとはいえ、全国的規模で設置

されている公民館は、国際的にみると、驚くべきことであり注目に値する施設と

して評価されているのである。

　近年、アジア・太平洋地域の CLC（Community Learning Centre）関係者から

公民館に注目が集まっている。CLCは地域の人々が主体となって地域開発を進

めていくため、地域住民のエンパワーメントを意図したさまざまな学びの機会

を提供し、住民の生活の質の向上を目的とするノンフォーマル教育施設である。

CLCは、ユネスコによる「アジア・太平洋地域万人のための教育計画」（Asia-

Pacific Programme of Education for All）において実施されているノンフォーマル

教育活動プログラムの一環として1998年以降に設置・普及が促進されてきた 1 ）。

笹井宏益は、公民館の本質的性格として指摘される「民主性」、「教育性」、「科学

性」という理念は、デモクラシーが未熟で経済的にも発展途上にある国では、あ
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る種のシビルミニマムを提供するものとして共感をもって受け止められていると

指摘している 2 ）。

　このように国際的にみて高く評価されている公民館であるが、国内では近年、

公民館の衰退傾向が続いている。1999（平成11）年に始まる町村合併にともなって、

公民館設置数（公民館類似施設を含む）は19063館（1999年）から15399館（2011

年）に減少している。さらに生涯学習政策のもとで、公民館を教育委員会所管か

ら首長部局へ移管する動きが進んでいる。公民館の首長部局移管を巡っては、公

民館の社会教育機関としての機能が変質し、住民の学習の自由が侵されるという

批判がみられる。たとえば、次のような主張がされている 3 ）。

　「一般的に述べるなら、公民館はコミュニティの形成、地域住民の自治意識の

形成だけを目的として設置されるものではなく、またそれらを究極の目的とする

ということもできない。むしろ、公民館は人々の多面的な成長につながる学習・

文化活動が展開することを支援し、住民の自治意識は、そのような個々の多面的

な成長発達の中の一つとして位置づけられる。公民館では固定された「自治意

識」の育成が目的とされというよりも、むしろ、そのあり方を、地域社会の変動、

地域住民把握の発展等の要素を踏まえて常に問い返していく、そのような住民自

身の学習が支援されることになるともいえる。」

　このように、公民館が地域振興の機能を重視することへの批判は、社会教育関

係者のなかに強くみられる。たしかに、公民館を社会教育機関としてみれば、公

民館の事業が地域づくりといった地域振興のための活動そのものであったり、そ

うした事業に「偏重」することは、社会教育機関としての公民館の「変質」とし

て批判されることになる。しかし、戦後初期の公民館構想では、「公民館は、全

国の各町村に設置せられ、此処に常時に町村民が打ち集まって談論し読書し、生

活上産業上の指導を受けお互の交流を深める場所である」と位置づけられていた。

1949（昭和24）年以降、公民館は社会教育法で規定された社会教育機関となるが、

社会教育法には「公民館」と並んで公民館的施設である「公民館類似施設」が混

在しているのである。公民館をどのようにとらえるかは、社会教育法第20条にも

とづく、いわゆる条例公民館と同法第42条の「公民館類似施設」の機能をどのよ

うに考えるかということと深くかかわっているように思われる。
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　本稿では、条例公民館と公民館類似施設を同じく「公民館」と称していること

によって公民館「機能」の混乱が生じているという立場から、両者の機能を分け

て捉える視点を提示する。本稿の議論は、後に詳しく述べるが、宇佐川満が主張

した自治公民館論 4 ）を今日的視点からとらえなおすことを意図している。

Ⅰ．社会教育法体制下の公民館システム

1）戦後公民館制度

　ここでは、あらためて社会教育法のもとで公民館はどのようなシステムとして

構想されていたのかについて整理することにしたい。

　公民館は1946年 7 月 5 日に発せられた文部次官通牒「公民館の設置運営につい

て」によって設置が奨励された。文部省公民教育課長（後に社会教育課長）であっ

た寺中作雄の解説（『公民館の建設』1946年）によれば、公民館は社会教育、社

交娯楽、自治振興、産業振興、青年養成の目的を総合して成立する郷土振興の中

核機関であって、地域の教育・文化、自治振興、産業振興の機能を持つ総合的な

地域施設であった。戦後初期の公民館構想は、寺中作雄のアイディアによるとこ

ろが大きかったので「寺中構想」といわれている。この初期公民館の構想におい

ては、“公民館は町村民全体の自主的な要望と協力によって自治的に設置すべき

もの”とされ、小林文人が指摘するように“公共施設としての性格と、「われわ

れ自身の施設」＝地域共有施設としての性格を未分化にもっていた”5）のである。

　公民館は1949（昭和24）年に制定された社会教育法により社会機関として位置

づけられた。社会教育法第20条では、公民館の目的を次のように規定している。

　「公民館は、市町村のその他一定区域の住民のために、実際生活に即する教育、

学術及び文化に関する各種の事業を行い、もって住民の教養の向上、健康の増

進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的

とする。」

　同法第21条では公民館は市町村が設置すると明記されたのである。市町村以外

では民法第34条 6 ）の規定により設立されている法人は公民館を設置することが

出来るとしているが、立法の主旨からいえば、公民館の設置者は市町村を原則と

しているといえる。このことは、社会教育法制定過程でおこなわれた次の議論に
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示されている。

　（衆）文教委員会会議録　第22号（昭和24年 5 月19日）において、松本（七）

委員の、公民館の設置を市町村と法人に限定した理由についての質問に対して、

柴沼直社会教育局長は次のように答弁している 7 ）。

　「公民館はその発足の当初から市町村程度の、いわばあまり大きくない一定の

区域内に実施して参る施設でありますこと、それを市町村民ができ得れば漏れな

く活用して参るということが、公民館のスタート以来の伝統の一つの性格に相

なっておるわけであります。従いまして、公民館は現在のところ公立で行くのが

主たるねらいでございます。しかし御承知のように非常に区域が広い村などであ

りまして、そういうところは部落で公民館を施設する方が実情に合う場合がござ

います。ところが部落は地方自治法によってこういうものを設置する主体になる

だけの資格がございませんので、そういう場合にはやむを得ず民法34条の規定に

よる法人でもって設置して行くという、その二つが実は今日までの実際の実情で

ございます。なおこの法人の規定につきましては、むろんそういう場合ばかりで

なしに、そういう自治体と関係がなく、非常に特殊な方の意図する公民館という

ものも予想には入れておるのでありまして、そういう場合には、これがその区域

住民のために一般的な利益をもたらすためにその基礎が確立されなければならな

いというふうに考えて、このような規定になったのであります。そのかわり公民

館に類似する施設は、法人あるいは市町村の名前でなしに、だれでも設置するこ

とができるようにいたしまして、公民館という正式のものはこの二つのものに

（市町村立、法人立―引用者）種類を限った次第でございます。」

　社会教育法制定過程において、公民館は市町村立を原則とし、例外的に法人立

を認めているのである。社会教育法では、公民館の他にも公民館に類似する施設

はだれでも設置することができるとの規定がある。それが公民館類似施設といわ

れる施設であり、「公民館」とは区別されている。社会教育法案の説明のなかでも、

文部省担当官は公民館類似施設について「公民館ではないが、公民館的な施設は

相当ありうるわけで、これを準公民館とし、必要な援助及び助言を、その求めに

応じて、文部大臣及び都道府県の教育委員会がなしうることにする。」（『文部時

報』864　1949年 9 月、社会教育局社会教育課　井内慶次郎）と、説明している 8 ）。
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　しかし、現在の公式統計（文部科学省「社会教育調査」）では、社会教育会館

等の「市町村が設置した施設で市町村教育委員会が所管するもの」をもって公民

館類似施設としているため、集落公民館等はこれに含められていないのである。

しかし、もともとは集落公民館がその主要な「類似」形態であったのであり、集

落公民館の呼び名として「類似公民館」という呼称が広くつかわれてきた経過が

あるという指摘もある 9 ）。公民館類似施設は、市町村を構成している集落や区、

町内などと呼ばれる基礎生活単位ごとに当該地域の住民によって設置、運営され

ていた集落公民館、町内公民館とよばれる自治公民館が含まれていたのである。

　1959（昭和34）年の「公民館の設置及び運営に関する基準」第 9条では、「公

民館の事業の円滑な実施を図るため、必要がある場合には公民館に分館を設け、

当該公民館の対象区域内における第 2条の条件又は当該公民館の事業の内容に応

じて分館の事業を定めるものとする」ことにより、公民館分館の設置を認め、同

年に改正された社会教育法第21条第 3項に分館設置規定が新設されたのである。

この分館規定は、「公民館は市町村が設置する」（第21条）という原則によって、

いわゆる集落（部落）公民館を公民館概念から排除し、同時に町村合併以降の公

民館対象区域の広域化に対応する現実の動向を法定するかたちで設けたもので

あった、と解釈されている10）。

　これまでみてきたように、公民館制度は1949年の社会教育法制定から1959年の

社会教育法改正までの間にほぼ確立したといえる。すなわち、公民館は市町村教

育委員会所管の社会教育施設として性格づけられた。同時に、公民館類似施設と

いう「奇妙な公民館」を認めるとともに、公民館分館という施設も認めたのであ

る。ここには、戦後、民主化の社会的装置として制度構想された「公民館」と、

第 2次世界大戦前から公会堂や集会所の名称で我が国の地域社会に広く普及して

いた地域施設に起源をもつ「公民館類似施設」が混在したかたちで曖昧さをもっ

て公民館制度が発足したことが認められるのである。

2 ）「公民館類似施設」の 2 つのタイプ

　筆者が「奇妙な公民館」と表現した「公民館類似施設」には、次の 2つのタイ

プが存在する。一つのタイプは、文部科学省が実施している公式統計である「社
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会教育調査」の対象となっている市町村教育委員会が所管する「社会教育会館」、

「社会教育センター」などの名称の施設である。もう一つは、地域の自治会や町

内会等が資金を出して設置し、自主的に管理 ･運営している、いわゆる「自治公

民館」、「集落公民館」、「町会公民館」、「分館」といわれる地域集会施設である。

この二つ目のタイプの地域集会施設は、「（社会教育―引用者）法制定以前からの

「指導」によって、町内会、自治会、集落（区、字）など地域組織が中心となっ

て設置し運営してきたいわゆる「公民館」で、市町村の地区公民館や分館等の条

例には位置づけられなかったもの、また町村合併や行政事務の整理「合理化」に

際して、行政の対象から外され条例から削除されたものが、全国的には非常にた

くさんあって、そのなかでも「町内公民館」「自治公民館」「集落公民館」または

通称「分館」の名称で住民に親しまれ、住民が活発に地域活動を展開しているも

のも多い。これらも法的には公民館類似施設ということになる」11）と指摘され

ている。なお、以下の論述では、自治体の公民館条例に規定されていない「自治

公民館」、「町内公民館」、「集落公民館」、通称「分館」と呼ばれている多様な地

域集会施設を「自治公民館」と総称することにしたい。

　このタイプの地域集会施設の全国的な設置数については行政機関による調査は

行われていない。2002年11月に（社団）全国公民館連合会がおこなった調査によ

れば、全国に76,883館が設置されている12）。

　上田幸夫は公民館史研究をふまえ、次のように指摘している13）。

　「本来、公民館活動が地域的活動であり、住民の自治的活動との相互関係性を

持つ本質規定に重ねてみれば、むしろ、地域にねざした活動を本分とする分館公

民館や自治公民館こそが公民館であるはずである。けれども、戦後の公民館の歴

史過程によって、「分館」や「自治」公民館は、公民館の「本流」から次第に外

されていったのである。」

3 ）自治公民館への着目

　自治公民館に着目した近年の研究の一つが、佐藤一子を中心とする研究グルー

プ（以下、佐藤グループ）による長野県の公民館分館に関する研究である14）。

　佐藤グループは、長野県を事例として地域社会教育の充実という観点から公民
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館システムの末端に位置する「分館」、「公民館類似施設」に着目している。それ

は、「分館と集落の施設は実態としては必ずしも峻別されるものではなく、地域

共同体にねざす住民の社会教育活動という視点からは相互に関係する施設として

とらえられる」15）からである。この研究では、分館、公民館類似施設が果たし

ている役割について次のように指摘している。

　「分館が地域に密着した地域公民館システムの末端であるという点からみれば、

それらは住民参加を促進する機能を果たす要の存在といえるが、他方、公共的条

件整備が十分になされないまま、地域共同体に依存したあいまいな性格を残して

いるという点からみれば、類似施設と大差ない分館を公民館と称することは、市

町村の社会教育条件整備を遅らせる要因となりうるというとらえかたもできるで

あろう。」16）

　この研究グループの上原直人は、長野県の「公民館システムをみると、条例に

基づく分館、条例に基づかない公民館類似施設が混在し、極めて分かりにくい地

域公民館システムを形成している。」17）と指摘している。そうした公民館システ

ムが形成された背景には、長野県における公民館と地域共同体との一体性があっ

たとみている。

　次に、牧野篤を中心とする研究グループ（以下、牧野グループ）による飯田市

を事例とする研究が注目される18）。

　飯田市は、2007年に新たな地域自治組織（「地域自治区」と「まちづくり委員

会」）を導入し、市内20の各地区の自立性を高める施策へと転じている。牧野グ

ループの課題意識は、地域自治区に設置されている「まちづくり委員会」に公民

館が組み込まれることで、「市行政との密接な関係を持って運営されていた自治

会の機能に、ボトムアップ的な公民館の機能が整合的に収まるのかという問題と

ともに、公民館の自立性を原則とする機能が制約を受けることになるのではない

かと懸念された」19）問題に応えようとしたものである

　飯田市では、地区館が置かれている各地区のさらに基層部分に公民館分館が

置かれており、その数は103館に及ぶ。分館が置かれているのは、区とよばれる

住民の生活圏であり、それは基本的に明治以前に形成されていた20）。飯田市民に

とって、公民館とはまさに、自治会と同じく、地域住民の生活と密着した団体で
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あり、その活動であって、地域の自治活動の文化的側面を担う実践そのものなの

であった。そして、「分館」は地元の人材育成と選出の仕組みを持つ活動でもあっ

た21）。

　以上、自治公民館に着目した近年の研究についてみてきた。佐藤グループは、

条例に基づかない分館や自治公民館が極めて分かりにくい地域公民館システムを

形成している実態について、公民館制度の整備・充実の観点から見たとき、曖昧

さとみて否定的な評価をしている。また、牧野グループが検討した「公民館の自

立性確保」という問題は、飯田市の場合でいえば、社会教育法にもとづいて設置

されている地区公民館と各地区が設置している自治公民館を混在させていること

から生じているように思われる。自治公民館の歴史的成立経緯から見て、その機

能は集落自治の一環としての機能を持っていた。それゆえ、社会教育機関として

の公民館（中央館、地区公民館等）と自治公民館の機能を区別してとらえる必要

があるように思われる。

　本稿では、従来の公民館システムにおける自治公民館の位置づけ方とは異なる

視点を提示することをめざし論を進めたい。

Ⅱ．宇佐川満の自治公民館論再考

1）自治公論争の現代的意義

　自治公民館の機能、役割にかかわって、1960年代に「自治公論争」といわれる

議論が起きた。それは、当時大阪学芸大学助教授であった宇佐川満が鳥取県倉吉

市の自治公民館を取り上げ、自治公民館の役割を評価したことに対して、小川利

夫（当時、日本社会事業大学助教授）の批判とそれに対する宇佐川、および倉吉

市社会教育課長を務めた朝倉秋富、京都府久美浜町社会教育主事であった友松　

賢らの反論がおこなわれた。本稿では、従来までの議論を批判的に検討し、この

論争の一方の「主役」であった宇佐川満の議論の現代的意義を明らかにしたい。

　自治公民館について朝倉秋富は、「区または自治会とよばれていた部落会・町

内会と部落公民館とを一体化したものの名称」であり、「いままで、慣例や形式

的な決議や申し合わせで実施されていた部落・町内の事業と、住民の学習活動と

を直結し、民主的な住民自治をおし進めよう」22）とするものであると述べている。
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　それでは、倉吉市で自治公方式と呼ばれる自治公民館構想はどのような経緯で

発足したのであろうか。朝倉秋冨の論稿をもとに概観することにしたい。（以下

は、宇佐川満編著『現代の公民館』生活科学調査会、1964年、pp.82 ～ 84からの

要約である）。

　自治公民館の発足には 3つの動機があったことが指摘されている。

　第 1は、自治公民館設置の要求は一般市民の側から起こったということであ

る。合併前の旧村では、ほとんどの公民館が各部落に分館をおいていた。分館と

はいっても、建物を村有や村の管理にしているわけでもなく、施設という考え方

はほとんどなく、社会教育の事業をするための一つの単位として考えられてい

た。昭和25年に、ある部落で、従来「区」とよんでいたときの機構を解消して、

公民館とほとんど同じ部制を取り入れてみた結果、部落の人々から歓迎され、こ

の部制は各部落で採用されるようになったのである。合併後の昭和32年には、市

内159部落・町内のほぼ半数82部落がこの部制をとりいれ、そのうち29部落では、

従来の「区長」の名称を「館長」とよぶようになったのである。各部の事業は、

例えば産業部は農協からの通知の処理や、西瓜、里芋の共同出荷をし、和牛の研

究会を開く、厚生部は、部員が D・D・Tの撒布に走りまわる、といった調子で、

社会教育法の公民館とはよほど性格のちがうものであった。しかし、多くの人が

運営に参加することによって、「区長」の負担は軽くなり、住民の意見も出しや

すくなり、「ムラ」が変わってきた、と歓迎されたのである。

　第 2は、「町づくり、村づくりは人づくりから」という、市長の考え方にもと

づくものであった。市内のある地区で土地改良事業を実施しかけたが、計画が具

体化するにしたがって地元の意見の不一致がはっきりあらわれて、事業の実施が

困難になってきた。地元の要求によって実施しかけた事業が、このような事態に

なってしまうのは、部落内での、事前の話し合いや了解が不充分なためである。

市長は、皆が自分の意見をはっきりいい、また、相手の立場を考えるような場を

村のなかにつくらなくては民主的な自治体行政はあり得ないし、これは教育の問

題であると考えたのである。

　第 3は、教育委員会や公民館関係者の考え方である。当時、教養主義的な社会

教育から脱皮し、「生活の中に学習を、学習の中に生活を」という方向が目指さ
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れた。そのために、社会教育の基盤となっている地域組織、とくに部落や町内組

織の近代化とともに、グループやサークルのような自由な組織も、どこかで地域

組織とのつながりをもつことなしには、地域の民主化も個人生活の向上も望めな

いのではないかという認識が広まっていた。

　宇佐川満は、「この自治公方式の構想と実践は、やはり現時点におけるわが国

の公民館活動（社会教育）のあり方と方向を示す、一つの先進的な意義をになう

ものである」23）と評価したのである。

　この宇佐川の自治公方式評価について、小川利夫が『月刊社会教育』誌上で批

判したことから、すでに指摘したように、いわゆる「自治公論争」がおこったの

である。この論争について、例えば、日本社会教育学会編『現代公民館の創造』

（東洋館出版、1999年）では、次のように紹介されている24）。

　「この時の小川の批判は、（中略―引用者）地域開発政策下における地域支配秩

序の再編成政策（「公民館の土着イメージの再編と強化」）と「行政組織の『合理

化』や『近代化』に組み込まれたものであり、地方自治の危機を住民に矛盾をし

わよせすることによって解決をはかる「地域開発の『後進的』地帯における現代

公民館の典型的な再編成」である。そして、「それをくいとめるような条件」が

あるとしても、それは近代化された地域網羅組織のなかにではなく、地域民主主

義運動との結合においてであるとしている。」

　日本公民館学会編『公民館・コミュニティ施設ハンドブック』（エイデル研究所、

2006年）でも、次のように紹介されている25）。

　「小川は、「むしろ後進的な意義をになうものにすぎない」と否定的な評価を行

い、「倉吉市の自治公方式は、今日の地域開発から見捨てられがちな地方都市や

地方農村の地域住民、とりわけ農民その他の自営業者及び未組織労働者とその家

族たちの、基本的な生活・教育要求にこたえるものとはならないであろう」と厳

しく批判している。」

　ここにみられるように、「自治公論争」については、小川利夫の「後進的」と

いう自治公方式についての評価が強く印象づけられる内容で紹介されている。そ

れでは、一方の当事者である宇佐川満はどのような主張をしたのであろうか。

　宇佐川は、住民のために「生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与する」（社
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会教育法20条）ことを目的とする公民館活動にとって、最も大切なことの一つは、

「公民館活動のめざす実践目標が、地域住民の共通課題の解決に求められ、この

公民館の目的的な活動や事業に、地域住民の全員が参画し、参加する」26）こと

であると指摘している。そのためには、公民館の運営は「住民の、住民による、

住民のための」27）公民館として民主的に運営され、機能することが大切である

と主張している。しかし、公民館の運営がいくら民主化されたとしても、「施設

活動」としての公民館の機能が、地域住民の全員に及ぶということは不可能に近

いのである。そこで、宇佐川は「住民の生活の場にそくして、住民の生活課題の

内容にそくして、住民を社会教育的実践組織のなかに再編成する必要がおこって

くる」28）と主張している。この住民の社会教育的実践組織として宇佐川が注目

するのが社会的実体として機能しつづけている「住民の自治組織（地域の住民組

織）」であった。この地域の住民組織の「住民自治化、学習集団化、生活共同化

を、部落公民館活動を中軸としながらおしすすめようとするところに、いわゆる

自治公方式の構想と実践の大きな意義が認められる」29）と指摘している。

2 ）宇佐川満の自治公民館論

　これまでみてきたように、宇佐川による倉吉市の自治公民館評価にかかわって

起きた「自治公論争」では、自治公方式を1960年代に全国的に展開した地域開発

政策から取り残された「後進的地帯」の公民館再編成として捉えるのか、地域の

住民組織を社会教育的実践組織として再編成する可能性を持つもとして捉えるの

かという点に議論が集中していった。しかし、宇佐川の自治公民館論には、公民

館システムに自治公民館を位置づけることの問題性、つまり社会教育法の枠外に

ある自治公民館に「公民館」という名称を付けることで「公民館」概念に混乱を

もたらしているのではないかという主張があったのである。このことは、「自治

公論争」の中では触れられていないのである。

　宇佐川は、鳥取県倉吉市の公立公民館と自治公民館を比較し、「法人格でない

「部落」や「町内会」の共有物としての自治公民館は、法でいう「公民館」では

ない。従って自治公民館活動を問題とする場合、施設としての機能体である公立

公民館と同一視すると混乱がおこる。同じく「公民館」と呼称していても、この
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点ははっきり識別しておく必要がある。」30）と公民館と自治公民館を区別したう

えで、自治公民館の活動を次のように評価している。

　「自治公民館は、社会教育類似施設を集会の場にしながら、部落ないし町内と

いう地域居住者の組織体を「公民館」の掲げる目的に向って活動せしめる地域ぐ

るみの社会教育の実践体系である、ということができる。自治公民館という社会

教育の実践体系が全市域にわたって整備、確立されて、全住民の参画と参加の町

づくり、村づくりがくりひろげられる、というその基盤の上に、公立公民館は倉

吉市の場合、小学校区ごとの地区公民館活動として施設機能を発揮しようとして

いるのである。」31）

　しかし、この「自治公民館」組織と、「地区公民館」施設との機能関係、役割

分担関係はかならずしも明確になっているわけではないと、宇佐川はとらえてい

る。このような事態を招いた原因として、「両者ともに「公民館」と呼称するこ

とからくる概念の混乱」32）もあるだろうと指摘しているのである。

　宇佐川は、公立公民館との関連において、「自治公民館（一般には部落公民館）

をどうとらえるか、また自治公民館の活動機能を「公民館」という施設機能にど

う位置づけるか、まぎらわしい名称にかえて自治公方式の理念と実践をもっと適

確に表現しうる呼び名はないか」33）と、公民館システムにおける自治公民館の

位置づけにかかわる問題点を指摘しているのである。

　ここでは、宇佐川が自治公民館という社会教育の実践体系の基盤の上に、「公

立公民館は、小学校区ごとの地区公民館活動として施設機能を発揮しようとして

いるのである」ととらえていることを確認しておきたい。そして、宇佐川が「自

治公民館（一般には部落公民館）をどうとらえるか、また自治公民館の活動機能

を「公民館」という施設機能にどう位置づけるか、まぎらわしい名称にかえて自

治公方式の理念と実践をもっと適確に表現しうる呼び名」を検討することを求め

ている点に注目したい。

Ⅲ．公民館システムにおける自治公民館の位置―多目的型地域センター施設―

1）公民館と自治公民館

　これまでみてきたように、一口に「公民館」といっても、社会教育法で規定さ
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れた市町村立公民館、法人立公民館のほか、自治公民館といわれる多様な公民館

類似施設が存在している。こうした公民館類似施設の多くは、社会教育法第42条

にもとづく「公民館類似施設」として登録されていないのである。自治公民館と

よばれる公民館類似施設のなかには、社会教育法が制定される前に設置されてい

た施設もある。自治公民館の多くは、地方自治法260条の第 2項にもとづく「地

縁の団体」34）、つまり自治会、町内会等によって設置されている。

　これまでくりかえし指摘してきたように、「公民館」という名称で、社会教育

法にもとづく市町村の条例により設置されている社会教育機関としての「公民

館」や法人立「公民館」と地方自治法にもとづく自治会、町内会等の「地縁団体」

が地域住民の集会や活動の拠点として設置した自治公民館とよばれる公民館類似

施設が混在しているのである。

　この混在状況のもとで、「公民館とは何か」という問いがくりかえし発せられ

てきた。とくに、1960年代後半以降、地域の中核的社会教育施設としての公民館

のイメージが、「少なくとも社会教育政策のレベルでは消失しはじめ、多様な住

民要求に対応する多様な施設の一つ、コミュニティ施設の一つとしての公民館、

というイメージにかわりつつある」35）状況のなかで、地域に存在する「多様な

公民館」が果たしている役割・機能から公民館とはどのような教育施設なのか、

という問いに対して共通に語るコトバを見出すことが困難となっているように思

われる。

　ここであらためて、宇佐川満が「自治公民館」というまぎらわしい名称にかえ

て「自治公方式の理念と実践をもっと適確に表現しうる呼び名はないか」と提起

したことを再度受け止める必要があるように思われる。

　以下では、一つのケースとして、長野県の公民館システムにかかわる議論を手

がかりとして、宇佐川が提起した「まぎらわしい名称にかえて自治公方式の理念

と実践をもっと適確に表現しうる呼び名はないか」を検討することにしたい。

2 ）長野県の公民館システム

　長野県内の公民館は、文部科学省『社会教育調査』によれば公民館設置数が全

国第 1位となっている。公民館設置形態別にみると、本館308に対して分館1,651
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と公民館類似施設1591（1996年）である。水谷正は、「長野県などでは集落に組

織された「分館」が自治体の公民館条例に記載されている場合も多かった」36）

と指摘しているように、県内の市町では条例化された分館とともに非条例館も含

めて公民館の地域システムを形成し、学習の組織化を図ってきた。

　長野県公民館のあり方研究委員会（以下、「公民館あり方委員会」）は、今日の

長野県の公民館の現状をふまえ、平成24年 3 月に『長野県らしい公民館に磨きを

かけよう（提言）』を発表している。この提言では、平成14年の第50回公民館大

会で採択された「信州の公民館 7つの原点」を今日的視点からとらえ直している。

「信州の公民館 7つの原点」（以下、「 7つの原点」）とは、①町村、地区設置（公

民館は身近な町・村・地区に設置される）、②住民主体（公民館活動の主役は図

民住民である）、③地域課題学習（よりよい地域を築くため地域課題学習が中心

である）、④総合的地域づくり（地域に必要なことは何でも取り上げ、取り組む）、

⑤分館協同（身近な自治会・町会における分館・自治公民館を大切にする）、⑥

公民館主事活動（熱意のある主事が住民と共に腰を据えて取り組む）、⑦市町村

自治（市町村自治に基づき運営され、学習の自由を保障する）、としてまとめら

れている37）。

　「 7つの原点」のうち、本稿の主題である分館、自治公民館にかかわるのは、「⑤

分館協同」である。このことについて以下のように説明されている38）。

　「長野県の公民館の大きな特色として集落単位の「分館・自治公民館」」活動が

活発であるということがあげられる。また、公民館本館（市町村立公民館）も、

分館に対する財政的な支援、相談・助言等、分館・自治公民館と本館が協力しな

がら地域づくり活動を行っている。住民にとっても、本館以上により身近な活動

の場が分館・自治公民館となっていることで、住民の暮らしや地域により密接し

た活動が展開されているほか、分館・自治公民館は地域住民自らが運営（役員・

経費・活動等）することで、主体的に地域づくりの後継者を育てることが可能で

あり、そのような部分からも本館が、分館・自治公民館を大切にしている。」

　「公民館あり方委員会」は、「 7つの原点」を現代的に生かす観点から「信州の

公民館 2つの基本」（以下、「 2つの基本」）と「信州の公民館 7つの提言～一人

ひとりの課題を持ち寄って、みんなの課題にしていくために～」（以下、「 7つの
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提言」）を作成したのである。「 2つの基本」では、公民館は「最も自由に学べ

るところ」であり「学習と実践を通じて、みんなの地域をつくっていくところ」

を基本としている。この基本を受けて、以下の「 7つの提言」が作成されてい 

る39）。

　 1．より身近な分館・自治公民館活動をしっかり支えよう

　 2．学習と暮らし・地域を結ぶことを大切にしよう

　 3．持続可能な地域をつくっていこう

　 4．学習の自由を守り育てよう

　 5．住民の暮らしや地域を良く知ろう

　 6．関係する行政や地域の諸機関などと連携していこう

　 7．公民館職員同士の研修・交流の場を大切にしよう

　「 7つの提言」の第 1番目にあげられている「より身近な分館・自治公民館活動」

について、つぎのような説明が加えられている。

　「分館・自治公民館の拠点機能を最大に活かすために、公民館職員が分館・自

治公民館の取り組みに参加したり、そこから得られる地域や暮らしの課題や思い

を、総合的な地域づくりに活かしていく視点を大切にしましょう。また、気軽な

雰囲気でお茶を飲みながら、率直な意見を交わし合う場をつくったり、住民同志

が共有できるもの（地域課題や宝など）、次世代も含み誰もが参加しやすい環境

づくりへの支援をしていきましょう。」40）

　長野県内の公民館、自治公民館の豊かな実践をまとめた「 7つの原点」とそれ

を今日的に継承した「 7つの提言」に見られる公民館、自治公民館のあり方は、

実践的に裏付けられた公民館システムを示している。住民のもっとも身近に設置

されている「分館」、「自治公民館」を大切にし、住民主体で運営される「分館」、

「自治公民館」の機能を最大限活かすような支援をすることが「本館公民館」（社

会教育法にもとづく条例公民館）の役割であることが明示されている。

3 ）多目的型地域センター施設

　「分館」、「自治公民館」には、地域のさまざまな問題が直接持ち込まれる。そ
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れゆえ、「分館」、「自治公民館」の主事には、地域住民が「住民の暮らしや地域

により密接した活動」ができるような気軽な雰囲気をつくることが求められる。

また「分館」、「自治公民館」は集落、区、町内などの町会や自治会などの事業が

行われる「場」でもある。こうした「分館」、「自治公民館」に持ち込まれる様々

な地域問題のうちから地域住民が学習する必要がある問題を学習課題として提示

し、課題の共有化を図ることが条例公民館の主事（社会教育専門職員）の役割と

いえよう。

　公民館と自治公民館の機能を区別した上で、両者の関係を構築する必要があ

る、つまり、社会教育の専門家ではない、いわば素人である地域住民によって管

理・運営される自治公民館は、地域課題について住民が学習する場であるととも

に、地域住民が自由に語り合う「たまり場」であり、自治会（町会）の活動や地

域行事の活動拠点となるなどコミュニティの結節点として自治振興の役割を果た

している。他方、公民館は市町村の専任職員（社会教育主事有資格者も含まれ

る）によって管理・運営されている社会教育機関である。公民館は自治公民館か

らの求めに応じて指導・助言する役割をもつ関係にある。自治振興的機能をもつ

「自治公民館」から考えると、自治公民館はアジア・太平洋地域の CLCときわめ

て類似しているように思われる。CLCとの類似性を明示し、国際交流を図るた

めにも、自治公民館を「多目的型地域センター施設」41）としてとらえる必要が

あるのではないだろうか。図 1は、公民館と「多目的型地域センター施設」との

関係を示したものである。「多目的型地域センター施設」という呼び名は、「（自

治公民館というー引用者）まぎらわしい名称にかえて自治公方式の理念と実践を

もっと適確に表現しうる呼び名はないか」という宇佐川の提起に応えようとした

ものである。

おわりに

　社会教育研究者や社会教育行政関係者にとって公民館とは通常、社会教育法に

規定された社会教育機関のことである。他方、日常生活レベルにおいては、自治

会、区会、町会などが管理・運営する地域集会施設が公民館と呼ばれ、地域住民

の「たまり場」的機能を果たしている。このように日常生活レベルにおける「公
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民館」イメージと研究レベルあるいは行政レベルで理解されている「公民館」に

おおきなギャップがあると感じているのは筆者だけではないであろう。

　本稿では、こうした「公民館」をめぐる混乱を是正することを意図して、その

手がかかりを宇佐川満の自治公民館論に学び、自治公民館を「多目的型地域セン

ター施設」という呼び名を提示した。社会教育法に設置根拠をもつ「公民館」と

地域自治組織が設置・運営する「多目的型地域センター施設」の機能を社会教育

施設論として統合的に位置づける作業は今後の課題である。
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